
菰野町指定特定相談支援等体制強化補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、障がい児、障がい者への途切れのない支援の強化を図ることを目的

として、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号）第51条の17第２項に規定する指定計画相談支援を行う指定特定相談支援事業

者及び児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条の26第２項に規定する指定障害児相

談支援を行う指定障害児相談支援事業者に対し、予算の範囲内で菰野町指定特定相談支

援等体制強化補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、社会福祉法

人に対する助成に関する条例（昭和52年条例第22号。以下「条例」という。）、社会福

祉法人に対する助成に関する条例施行規則（昭和52年規則第11号。以下「条例施行規

則」という。）及び菰野町補助金等交付規則（昭和55年規則第３号。以下「交付規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象） 

第２条 補助金交付の対象者は、法人格を有する、四日市市、三重郡菰野町、三重郡朝日

町又は三重郡川越町が指定する指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者

（以下「補助対象事業者」という。）とする。 

（補助金額等） 

第３条 補助対象経費及び補助金の額は、菰野町が計画相談支援給付費の支給決定を行っ

た者及び障害児相談支援給付費の支給決定を行った者（以下「利用者」という。）１人

につき、別表に掲げるとおりとする。 

２ 別表における補助対象経費の新規とは、補助対象事業者が補助金を申請する年度にお

いて利用者と締結した契約をいう。 

３ 別表における補助対象経費の継続とは、補助対象事業者が補助金を申請する年度以前

に利用者と締結した契約をいう。 

４ 利用者１人当たりの補助期間は新規、継続を併せて３年度を限度とする。 

５ 補助金を申請する年度において、補助対象事業者が利用者と契約後、計画相談支援給

付費又は障害児通所支援給付費の請求に至らなかった場合でも補助の対象とする。 

（補助金交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者（以下「申請者」という。）は、

菰野町指定特定相談支援等体制強化補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類



を添えて、申請する年の４月１日現在の契約者については同年５月31日までに、以後そ

の年度内に契約した利用者については、翌年の３月31日までに町長に提出しなければな

らない。 

(１) 算定対象者一覧表（第２号様式） 

(２) 算定対象者と契約を交わしたことが分かる書類 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、前条の交付申請を受けたときは、その内容を審査の上、交付の可否を決

定し、その旨を菰野町指定特定相談支援等体制強化補助金交付決定通知書（第３号様

式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知をもって、交付規則第13条の規定による補助金等の額が確定さ

れたものとみなす。 

（補助金の請求） 

第６条 前条の規定による交付決定の通知を受けた申請者は、菰野町指定特定相談支援等

体制強化補助金請求書（第４号様式）を町長に提出するものとする。 

２ 町長は、前項の請求があったときは、内容を審査し、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、当該年度

末までに菰野町指定特定相談支援等体制強化補助金実績報告書（第５号様式）を次に掲

げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(１) 菰野町指定特定相談支援等体制強化事業成績書（第６号様式） 

(２) 算定対象者一覧表（第２号様式） 

(３) 収支決算書（第７号様式） 

(４) その他町長が必要と認める書類 

（変更の承認） 

第８条 補助事業者は、当該事業の計画の内容を変更しようとする場合、又は補助事業を

中止し、若しくは廃止しようとする場合は、菰野町指定特定相談支援等体制強化補助金

変更交付申請書（第８号様式。以下、「補助金変更交付申請書」という。）を町長に提

出し、承認を受けなければならない。 



２ 町長は、前項の変更交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、第５条の規定

による決定を変更することができる。 

３ 町長は、前項の規定により、交付決定を変更したときは、菰野町指定特定相談支援等

体制強化補助金変更決定通知書（第９号様式）により申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第９条 町長は、補助金の交付決定の通知を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができるとともに、補

助金が既に交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。 

(１) 条例、条例施行規則、交付規則又はこの告示の規定に違反したとき。 

(２) 補助金を目的外の用途に使用したとき。 

(３) 補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

(４) 補助対象事業に関する申請、報告、施行等について不正な行為があったとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、町長が補助金の使用を不適当と認めたとき。 

（質問及び検査） 

第10条 町長は、この告示の適正な実施を確保するため必要があるときは、町長の指定す

る職員をして補助事業者に質問させ、又は補助金の交付に関して補助事業者の帳簿及び

書類を検査させることができる。 

（書類の整備） 

第11条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間、保管しておかなければ

ならない。 

（補助金の評価） 

第12条 町長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分

に検証するものとする。 

２ 町長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、告示の改正又は廃止その他の

適切な措置を講じるものとする。 

（補則） 

第13条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、町長が別に

定める。 

附 則 



（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この告示は、令和９年３月31日限りその効力を失う。ただし、この告示の失効前に交

付決定された事業については、なお従前の例による。 

別表（第３条関係） 

補助対象経費 

事業の対象者 補助対象経費 補助金の額 

四日市市、三重郡菰野町、

三重郡朝日町又は三重郡川

越町が指定する指定特定相

談支援事業者及び指定障害

児相談支援事業者 

（新規）新規の利用者に要

する経費 

利用者１名に対し、１年度

15,768円 

（継続）新規の利用者を除

く利用者に要する経費 

利用者１名に対し、１年度

13,054円 



第１号様式（第４条関係） 

 ・その他町長が必要と認める書類 



第２号様式（第４条関係） 

 



第３号様式（第５条関係） 

 



第４号様式（第６条関係） 

 



第５号様式（第７条関係） 

 ・その他町長が必要と認める書類 



第６号様式（第７条関係） 

 



第７号様式（第７条関係） 

 



第８号様式（第８条関係） 

 ・その他町長が必要と認める書類 



第９号様式（第８条関係） 

 


